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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (千円) 248,386 243,857 227,810 232,472 230,693

経常損失(△) (千円) △30,403 △27,435 △52,663 △49,923 △38,795

当期純損失(△) (千円) △32,154 △28,385 △53,667 △50,927 △1,613,122

持分法を適用した
場合の投資損益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (株)
普通株式6,000
優先株式1,116

普通株式6,000
優先株式1,116

普通株式6,000
優先株式1,116

普通株式6,000
優先株式1,116

普通株式6,000
優先株式1,116

純資産額 (千円) 2,144,101 2,115,493 2,061,603 2,010,452 397,106

総資産額 (千円) 2,277,625 2,278,830 2,292,443 2,269,246 698,727

１株当たり純資産
額

(円) △14,686.87 △19,454.98 △28,436.70 △36,961.77 △305,852.80

１株当たり配当額
(うち、１株当た
り中間配当額)

(円)
 

(普通株式)
 

(優先株式)
 

 
 
 
－

 
 
 
－

 
 
 
－

 
 
 
－

 
 
 
－

(　－) (　　－) (　　－) (　　　－) (　　－)

200 200 200 200 200

( －) ( 　－) ( 　－) ( 　　－) ( 　－)

１株当たり当期純
損失(△)

(円) △5,359.13 △4,730.91 △8,944.52 △8,487.87 △268,853.83

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 94.1 92.8 89.9 88.6 56.8

自己資本利益率 (％) △1.5 △1.3 △2.6 △2.5 △406.2

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) △36,476 △29,815 △50,831 △51,587 △33,758

投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) － △210 △50 15 △15

財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) 34,776 29,776 64,776 29,776 39,776

現金及び現金同等
物の期末残高

(千円) 19,309 19,060 32,955 11,160 17,164

従業員数 (名)
 
21

 
19

 
18

 
16

 
16

〔外、平均臨時雇
用者数〕

(名) 〔19〕 〔17〕 〔15〕 〔18〕 〔16〕
 

(注) １．当社は、連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。
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２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資損益は、関連会社に対する投資を行っていないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

５．当社は非上場につき、株価収益率は記載しておりません。

 

２ 【沿革】
 

年月 概要

平成17年12月 ゴルフ場事業を目的として、岐阜県養老郡上石津町(現　岐阜県大垣市上石津町)に太養興産

株式会社を設立(太平洋開発株式会社が当社の株式を100％出資)

発行済株式数6,000株、資本金90,000千円

 

平成18年３月 太平洋開発株式会社と養老カントリークラブの営業受託契約を締結

 

 

平成18年３月 優先株式1,120株を第三者割当増資で発行することを取締役会で決議

   発行価額　：2,000千円

   資本組入額：1,000千円

   申込期間　：平成18年４月17日から平成18年５月24日まで

   払込期日　：平成18年５月24日

 

平成18年５月 優先株式1,116株を第三者割当増資で発行

 

平成18年６月

 

平成19年１月

 

 

太平洋開発株式会社より養老カントリークラブの営業受託開始

 

資本金減少を臨時取締役会で決議(減資額1,196,000千円、減資後資本金10,000千円)

 

 

 

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社と当社親会社である太平洋工業株式会社及び太平洋開発株式会社で構成しており、当社はゴ

ルフ場の運営及びゴルフ会員権の販売等を行っております。また、親会社の太平洋開発株式会社と当社との間では以

下の通り養老カントリークラブの営業受託契約を締結しており、太平洋工業株式会社は太平洋開発株式会社の株式を

66.4％所有しております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

関係内容
所有
割合

被所有
割合

(親会社)       

太平洋工業株式会社
岐阜県
大垣市
久徳町

4,320,468千円
輸送用機械器具
製造

－
100.0%
(100.0%)

太平洋開発株式会社の株式を66.4%所有

役員の兼任あり

 

太平洋開発株式会社
岐阜県
大垣市
上石津町

1,428,651千円
ゴルフ場資産の
所有管理

－ 100.0%

太平洋開発株式会社が所有する養老カン

トリークラブの営業受託

役員の兼任あり
 

（注）１．太平洋開発株式会社との取引について

当社と太平洋開発株式会社との間で平成18年３月24日付にて養老カントリークラブの運営に関し営業受託

契約を締結いたしました。同ゴルフクラブの運営全般、施設の管理及び会員管理等の業務について当社が

運営を行い、太平洋開発株式会社は同ゴルフ場資産の所有・管理会社となりました。ゴルフ場収入等の収

益については当社で計上し、ゴルフ場資産の所有・管理に伴って発生する費用について、当社が太平洋開

発株式会社に不動産管理手数料として支払うこととしております。

また、当社は太平洋開発株式会社に対して営業保証金を預託しており、当債権の保全のため、太平洋開発

株式会社の所有するゴルフ場資産に第１順位の抵当権を設定しております。

２．太平洋工業株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。

３．議決権の所有割合の( )内は、間接所有で内数であります。

４．太平洋開発株式会社は債務超過の状況であり、その債務超過の金額は平成27年３月末時点で1,577,905千円

であります。

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

 16(16) 44.3 16.5 3,256
 

(注) １．従業員数は就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度における平均雇用人数であります。

３．臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、委託契約及び派遣社員を除いておりま

す。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。なお労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

 

(1) 業績

当期のわが国の経済は、消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動で一時的に景気が悪化するも、その後は経済

対策や円安・株高、原油価格の下落等もあって個人消費は穏やかに持ち直し、景気は回復基調にあります。

このような経済環境の中、当社はお客様に満足いただけるゴルフ場を目指してコースコンディション向上を図る

とともに来場者への優待など一層のサービス向上に努めてきました。集客対応としてはＷＥＢ予約サイトの活用を

拡大させ来場者を呼び戻す活動に注力してきました。

早割り優待などで7～9月の暑さ等による落ち込み防止には一定の成果はありましたが、10月の台風襲来や12月の

早い時期からの降雪によるクローズの影響を受け、また年間を通して近隣ゴルフ場との価格競争激化などもあり、

当期の来場者は、メンバー6,725名（前期比6.9％減、429名減）、ビジター19,184名（前期比8.4％増、1,490名

増）に留まりました。

その結果、売上高は230,693千円（前期比0.8％減）となり、経常損失38,795千円（前事業年度は49,923千円の経

常損失）、当期純損失は貸倒引当金を計上したことから1,613,122千円（前事業年度は50,927千円の当期純損失）

となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ6,003千円増加し、

当事業年度末は17,164千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動の結果、33,758千円の支出（前期比34.6％減）となりました。これは、主に税引前

当期純損失1,613,122千円及び貸倒引当金の増加1,573,269千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動の結果、15千円の支出（前期は15千円の収入）となりました。これは、貸付金の貸

付けによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動の結果、39,776千円の収入（前期比33.6％増）となりました。これは、短期借入に

よる収入40,000千円があったことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

 

当社の実態に即した内容を記載するため、生産実績及び受注実績に代えて収容実績を記載しております。

 

(1) 収容実績

ホール数
（Ｈ）

前事業年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

営業日数
（日）

収容実績（名） １日平均
来場者数
（名）

営業日数
（日）

収容実績（名） １日平均
来場者数
（名）メンバー ゲスト 合計 メンバー ゲスト 合計

18 317 7,222 17,694 24,916 79 295 6,725 19,184 25,909 88
 

 

(2) 販売実績

区分

前事業年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

金額（千円） 金額（千円）

ゴルフ場売上 192,378 194,897

名義書換料 10,750 6,150

年会費収入 27,588 27,524

その他 1,756 2,121

合   計 232,472 230,693
 

(注)上記金額には、消費税等は含まれていません。

 

３ 【対処すべき課題】

今後のわが国経済の見通しにつきましては、消費マインドの改善に加え緊急経済対策に伴う公共投資、円安を

通じた輸出環境の改善などが景気を押し上げるものと思われます。

当社といたしましては、このような環境のもと、「養老カントリークラブ」の評価の向上、すなわち、「プ

レーしてみて良かった。楽しかった。もう一度ぜひプレーしてみたい。」と思っていただけるコース品質の確保

とおもてなしの提供を図って参りたいと存じます。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下のよ

うなものがあります。なお、以下の項目で将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したもので

あります。

 

(1)経営環境について

当社の事業であるゴルフ場経営における来場者数は、景気に大きく影響を受けます。景気後退は売上高を減少さ

せるリスクがあります。

また、ゴルフ場間の過当競争による低価格化により、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

 

(2)天候による影響について

ゴルフ場経営においては、天候が来場者数に影響を与える結果、売上高の増減に大きく影響を及ぼします。特

に、冬の積雪はコースをクローズさせざるを得ず、売上の減少要因となり、当社の業績が影響を受ける可能性があ

ります。

 

(3)継続企業の前提に関する重要事象等について

当社は、当事業年度において1,613,122千円の当期純損失を計上しております。これは、当社親会社である太平洋

開発（株）の財政状態及び経営成績を勘案した結果、当該会社への債権について、関係会社貸倒引当金繰入額を計

上したことが影響しており、これにより継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

ただし、「７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（4）事業等のリスクに記載した重要事象

等について当該重要事象を解消し又は改善するための対応策」に記載の通り、当該事象又は状況を解消し、改善す

るための具体的な対応策を取っていることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判

断しております。

５ 【経営上の重要な契約等】
 

相手方の名称 契約内容 契約期間 契約締結年月日

太平洋開発株式会社
養老カントリークラブの
営業受託契約

平成18年６月１日から
平成21年５月31日まで

 
ただし、契約期間満了

２ヶ月前に各当事者から別
段の意思表示がない場合、
次の３ヶ年これを有効と
し、以後この例による。

平成18年３月24日

 

 

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

（資産の部）

当事業年度末における資産合計の残高は698,727千円（前事業年度比1,570,518千円減少）となりました。この

減少の主な要因は、預託金債権の貸倒引当金の計上によるものです。

 

（負債の部）

当事業年度末における負債合計の残高は301,620千円（前事業年度比42,827千円増加）となりました。この増加

の主な要因は、太平洋開発株式会社からの借入れが前事業年度比40,000千円増加したことによるものです。

 

（純資産の部）

当事業年度末における純資産の残高は397,106千円（前事業年度比1,613,346千円減少）となりました。この減

少の要因は、当期純損失1,613,122千円計上による利益剰余金の減少であります。

 

(2)経営成績の分析

当事業年度におきましても、ゴルフ場業界は厳しい状況が続きました。当社におきましては、良好なコンディ

ションを維持し顧客満足度の向上に努めてまいりましたが、売上高は、230,693千円（前期比0.8％減）に留まり

ました。

また、経費削減等の努力はいたしましたが、営業損失は38,872千円（前事業年度は50,063千円の営業損失）、

経常損失は38,795千円（前事業年度は49,923千円の経常損失）、当期純損失は1,613,122千円（前事業年度は

50,927千円の当期純損失）となりました。

 

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

営業活動によるキャッシュ・フローで33,758千円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは

15千円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローで39,776千円の収入となった結果、当事業年度

末の現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ6,003千円増加し17,164千円となりました。

 

(4)事業等のリスクに記載した重要事象等について当該重要事象を解消し、又は改善するための対応策

「4 事業等のリスク（3）継続企業の前提に関する重要な事象等」に記載のとおり、当事業年度において

1,613,122千円の当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

これらの事象または状況に対処すべく、当社は来場者数の増加による営業収入の増加と、一層の固定費削減に

より、収益構造を改善してまいります。

 
①Web予約サイトへの公告掲載、企画協賛、来場された方へのクチコミ評価の向上もあり、リピートに繋がる好

循環が出来つつあります。毎月趣向を凝らしたオープンコンペを新しく企画開催しており、ビジターへの認知を

より促進することで、集客強化を図りたいと考えております。

 
②カートナビゲーションの導入によるセルフプレー増加への対応が出来ており、業務効率化、人員配置の適正

化による人件費削減を進めてまいります。また、空調・給湯設備の更新による光熱費大幅削減をはじめとした、

経費全般の更なる見直し、合理化推進により損益の改善を図ってまいります。　

 
③親会社である太平洋開発株式会社から、機動的な借入金の調達を行うことの理解を得ており、十分な運転資

金を確保していることから、安定的な資金繰りを継続できます。　

 
以上の施策により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。　
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社の運営する養老カントリークラブのゴルフ場施設は太平洋開発株式会社が所有・管理するため、主要な設備

投資につきましては当社に属しておらず、該当事項はありません。

 

 

２ 【主要な設備の状況】

記載すべき事項はありません。

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

記載すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,500

優先株式 1,500

計 24,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年５月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,000 6,000 非上場
当社は単元株制度は採用して
おりません。

（注）１

優先株式 1,116 1,116 同上
当社は単元株制度は採用して
おりません。

（注）１，２, ３

計 7,116 7,116 ― ―
 

(注)  １．当社の普通株式及び優先株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めておりま

す。

２．優先株式は、現物出資（預託金債権の受入2,232,000千円）によって発行されたものです。

３．優先株式の内容は次のとおりであります。

(1)普通株式に優先して、１株につき年200円を限度として期末配当（以後「優先配当金」という）を受けま

す。

(2)優先配当金が支払われた後の残余の利益に対しては、配当を受ける権利を有しません。

(3)優先配当金の全部、又は一部が支払われていないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積し

た不足額については、優先配当金に先立ってこれを受けるものとします。

(4)優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しないものとしま

す。

ただし、下記の場合を除くものとします。

① 定時総会において累積的優先株式の優先配当金の全部又は一部が支払われない旨の決議があり、なお

かつ次の定時総会に累積的優先配当金が支払われる旨の議案が提出されないときはその定時総会の時

から、議決権を有します。

② 定時総会において累積的優先株式の優先配当金の全部又は一部が支払われない旨の決議があり、なお

かつ次の定時総会に累積的優先配当金が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときはその定

時総会終結の時から、議決権を有します。

(5)優先株式の株主は、当社の残余財産の分配につき、その優先株式１株につき200万円までは、普通株式の株

主に優先して分配を受けます。

(6)優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しませ

ん。

(7)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(8)議決権を有しないこととしている理由

プレー権を付与する目的で発行したためであります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年３月31日
(注)

― 7,116 ― 10,000 △1,116,000 ―
 

(注)平成27年２月27日開催の臨時株主総会決議により資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであり

ます。

 

(6) 【所有者別状況】

①　普通株式

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(株)

― ― ― 6,000 ― ― ― 6,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―
 

 

②　優先株式

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 2 1 269 ― ― 722 994 ―

所有株式数
(株)

― 6 3 383 ― ― 724 1,116 ―

所有株式数
の割合(％)

― 0.54 0.27 34.32 ― ― 64.87 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

太平洋開発株式会社 岐阜県大垣市上石津町堂之上1526番地の2 6,000 84.31

岐建株式会社 岐阜県大垣市西崎町2－46 15 0.21

株式会社弘光舎 岐阜県大垣市神田町1－1 10 0.14

日本メナード化粧品株式会社 名古屋市西区鳥見町2－130 10 0.14

株式会社カノークス 名古屋市西区那古野1－1－12 5 0.07

太平洋工業株式会社 岐阜県大垣市久徳町100番地 5 0.07

不二精工株式会社 岐阜県羽島市福寿町平方13－60 5 0.07

株式会社丸順 岐阜県大垣市新田町2－1234 5 0.07

上田石灰製造株式会社 岐阜県大垣市赤坂町3751 4 0.05

サンメッセ株式会社 岐阜県大垣市久瀬川町7－5－1 4 0.05

三立興産株式会社 名古屋市熱田区神宮4－1－25 4 0.05

新興機械株式会社 岐阜県安八郡神戸町八条302 4 0.05

計 ― 6,071 85.31
 

 

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順については、以下のとおりであります。

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有

議決権数
(個)

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

太平洋開発株式会社 岐阜県大垣市上石津町堂之上1526番地の2 6,000 100.00

計 ― 6,000 100.00
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式  1,116 ―
優先的配当を受ける権利を有する優
先株式（注）

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  6,000 6,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 7,116 ― ―

総株主の議決権 ― 6,000 ―
 

(注)優先株式の内容につきましては「１　株式等の状況(1)株式の総数等②発行済株式(注)３」に記載しております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はありません。　　  
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

 

３ 【配当政策】

当社の配当政策における基本的な考え方は、株主会員の皆様により良いゴルフ場およびその附帯施設での快適なプ

レー環境を提供することで、利益の還元を図っていくこととさせていただいております。

株主に対する配当は、株主総会の決議によって、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当（以下「期末配当金」という）を支払いさせていただきます。

当期の配当につきましては、普通株式に対する配当は行わず、優先株式につきましては、その他資本剰余金より1

株200円の配当(平成27年５月27日定時株主総会決議、配当金の総額223千円)とさせていただきます。

 

 

４ 【株価の推移】

当社株式は、非上場であり、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

男性８名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 会長 棚橋　俊徳 昭和25年12月11日

昭和48年４月 太平洋工業株式会社入社

注５
優先株式

１

平成20年６月
平成24年６月
平成24年６月
平成24年６月

太平洋工業株式会社執行役員就任（現任）
太平洋開発株式会社代表取締役会長就任（現任）
太養興産株式会社代表取締役会長就任（現任）
ピーアイシステム株式会社代表取締役社長就任（現
任）

代表取締役 社長 長谷部　基司 昭和30年１月９日

昭和52年10月 太平洋工業株式会社入社  
 

注５
―平成22年６月

平成22年６月
太平洋開発株式会社代表取締役社長就任（現任）
太養興産株式会社代表取締役社長就任（現任）

取締役  小川　哲也 大正８年９月26日

昭和16年４月 太平洋工業株式会社入社  

―

昭和42年11月 太平洋工業株式会社代表取締役社長就任  
昭和47年４月
平成３年４月

太平洋開発株式会社代表取締役社長就任
太平洋精工株式会社取締役相談役就任（現任）

 

平成11年６月 太平洋工業株式会社相談役名誉会長就任（現任） 注５
平成13年６月 太平洋開発株式会社取締役就任（現任）  
平成17年12月 太養興産株式会社取締役就任（現任）  

取締役  小川　博久 昭和６年７月27日

昭和36年10月 太平洋精工株式会社入社  

―

昭和47年４月 太平洋開発株式会社取締役就任（現任）  
昭和52年５月 太平洋精工株式会社代表取締役社長就任 注５
平成13年５月 太平洋精工株式会社代表取締役会長就任（現任）  
平成17年12月 太養興産株式会社取締役就任（現任）  

取締役  小川　信也 昭和22年９月８日

昭和56年２月
平成８年６月
平成11年６月
平成17年12月

太平洋工業株式会社入社
太平洋工業株式会社代表取締役社長就任（現任）
太平洋開発株式会社取締役就任（現任）
太養興産株式会社取締役就任（現任）

注５ ―

取締役  小川　貴久 昭和37年８月７日

平成６年４月
平成13年５月
平成17年11月
平成17年12月

太平洋精工株式会社入社
太平洋精工株式会社代表取締役社長就任（現任）
太平洋開発株式会社取締役就任（現任）
太養興産株式会社取締役就任（現任）

注５ ―

取締役  鈴木 千可司
 

昭和21年10月31日
 

昭和44年４月

平成20年６月

平成20年６月

平成21年６月

平成21年６月

平成23年６月

平成26年６月

太平洋工業株式会社入社

太養興産株式会社取締役就任（現任）

太平洋工業株式会社取締役常務執行役員就任 

太平洋工業株式会社取締役専務執行役員就任

太平洋開発株式会社取締役就任（現任）

太平洋工業株式会社取締役副社長就任

太平洋工業株式会社取締役副社長退任

注５      ―

監査役  河合　　智 昭和22年４月３日

昭和46年４月 太平洋工業株式会社入社  

優先株式
１
 

平成15年12月

 

平成24年６月

平成24年６月

平成24年６月

PACIFIC INDUSTRIES（THAILAND）CO.,LTD.（社長就

任）

太平洋工業株式会社常勤監査役（現任）

太平洋開発株式会社監査役就任（現任）

太養興産株式会社監査役就任（現任）

注６

計
優先株式

２
 

（注）１．取締役小川哲也は、取締役小川博久の実兄であり、取締役小川信也の実父であります。

２．取締役小川博久は、取締役小川貴久の実父であります。

３．取締役小川哲也、小川博久、小川信也、小川貴久及び鈴木千可司は、社外取締役であります。

４．監査役河合智は、社外監査役であります。

５．取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６．監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

経営内容をディスクローズし、コーポレート・ガバナンスの充実に努めることが経営の重要な課題であると認識

しております。そのために、適正な経営の意思決定を図り、効率的かつ健全な業務執行体制を構築し、経営チェッ

ク機能の充実に努めております。

　

１． 会社の機関の内容

当社の役員は、取締役10名以内、監査役２名以内とする旨を定款で定めております。現在の役員は、取締役７

名、監査役１名で構成されており、経営に関する基本方針、経営戦略及び重要な業務執行の決定については随時取

締役会を開催できる体制を構築し、迅速かつ円滑に実行できる体制作りを行っております。また、取締役会の決議

は、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもってこれを決することにしております。

　

２． 内部統制システムの整備の状況

当社では、役職員一人ひとりが内部統制に対し、理解及び倫理観を持つことでコンプライアンス体制の強化に努

めます。監査役は、適切な監査方針に基づき業務及び財産の状況調査を行い、取締役の職務遂行を監査しておりま

す。

　

３． リスク管理体制の整備の状況

当社は、業務リスクについて、事前認識及び管理する体制の整備に取り組んでおります。リスクの共通認識を図

るため、全取締役が一丸となってリスクの共有化を図り、現状分析を行ったうえで課題を明確化し、今後の対応策

について検討を行っております。

　

４． 役員報酬の内容

取締役１名に支払われた報酬の総額は3,240千円であります。

なお、非常勤の取締役１名、社外取締役５名と監査役１名については無報酬であります。

　

５． 社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本関係、取引関係及びその他の利害関係

社外取締役５名については、親会社である太平洋開発株式会社の取締役を兼務しております。また、社外監査役

１名につきましても同社の監査役を兼務しております。なお、当社と太平洋開発株式会社との間には営業上の取引

関係があります。

社外取締役及び社外監査役は、それぞれの専門的見地と豊富な経験から取締役会等において必要な意見や問題点

等の指摘を行い、客観的立場から監督又は監査を行うことにより当社のコーポレート・ガバナンスの有効性を高め

る役割を担っております。

当社は社外役員を選任するための独立性に関する基準又は方針を明確に定めておりませんが、過去に当社の取締

役及び使用人でなかったものの中から、豊富な知識と経験を有し、客観的立場から経営を監視できる人材で、一般

株主と利益相反が生じるおそれのない者を選任することとしております。

　

６． 監査役監査の状況

監査役監査については、非常勤監査役１名が、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧

し、業務及び財産の状況を調査しています。また、監査役は、会計監査人との間で、情報及び意見の交換を行

い、また、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携を取っています。

　

７． 会計監査の状況

有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、金融商品取引法に基づく会計監査を受けております。

業務を執行した公認会計士は、大中康宏及び矢野直であります。なお、監査業務に関する補助者は、公認会計士

６名、その他３名であります。
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８． 取締役及び監査役の選任の決議要件

当社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役及び監査役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

９． 優先株式について議決権を有しないこととしている理由

プレー権を付与する目的で発行したためであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

4,000 － 4,000 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて作

成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日ま

で）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 
３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,160 17,164

  売掛金 12,488 11,730

  商品 3,522 3,291

  貯蔵品 12,337 9,927

  前渡金 5 3

  その他 638 786

  貸倒引当金 △3,016 △2,963

  流動資産合計 37,136 39,940

 固定資産   

  投資その他の資産   

   預託金債権 ※1  2,232,000 ※1  2,232,000

   その他 110 110

   貸倒引当金 － △1,573,323

   投資その他の資産合計 2,232,110 658,786

  固定資産合計 2,232,110 658,786

 資産合計 2,269,246 698,727

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 805 422

  短期借入金 ※1  210,000 ※1  250,000

  未払金 21,908 21,591

  未払費用 3,008 2,488

  未払法人税等 1,004 1,004

  未払消費税等 1,609 4,578

  預り金 4,725 5,116

  前受収益 1,341 700

  賞与引当金 3,508 3,989

  流動負債合計 247,911 289,892

 固定負債   

  退職給付引当金 9,374 10,017

  役員退職慰労引当金 1,508 1,710

  固定負債合計 10,882 11,728

 負債合計 258,793 301,620
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,000 10,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,116,000 －

   その他資本剰余金 1,194,437 2,310,214

   資本剰余金合計 2,310,437 2,310,214

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △309,985 △1,923,107

   利益剰余金合計 △309,985 △1,923,107

  株主資本合計 2,010,452 397,106

 純資産合計 2,010,452 397,106

負債純資産合計 2,269,246 698,727
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 232,472 230,693

売上原価 ※1  230,289 ※1  215,391

売上総利益 2,183 15,302

販売費及び一般管理費 ※2  52,247 ※2  54,174

営業損失（△） △50,063 △38,872

営業外収益   

 受取利息 7 5

 受取事務手数料 ※1  400 ※1  400

 受取報奨金 131 130

 受取家賃 380 400

 その他 228 247

 営業外収益合計 1,147 1,184

営業外費用   

 支払利息 ※1  1,004 ※1  1,107

 その他 2 －

 営業外費用合計 1,007 1,107

経常損失（△） △49,923 △38,795

特別損失   

 貸倒引当金繰入額 － 1,573,323

 特別損失合計 － 1,573,323

税引前当期純損失（△） △49,923 △1,612,118

法人税、住民税及び事業税 1,004 1,004

当期純損失（△） △50,927 △1,613,122
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　商品原価  7,112 3.1 6,415 3.0

Ⅱ　労務費  93,720 40.7 89,267 41.4

Ⅲ　経費 ※１ 129,456 56.2 119,708 55.6

売上原価  230,289 100.0 215,391 100.0
 

 

※１   経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目

前事業年度
(自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

不動産管理手数料

肥料薬剤費

コース維持費

業務委託費

64,781千円

 10,572千円

6,230千円

 20,012千円

56,611千円

10,588千円

7,945千円

 18,961千円
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)　

(単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000 1,116,000 1,194,660 2,310,660 △259,057 △259,057 2,061,603 2,061,603

当期変動額         

剰余金（その他資本

剰余金）の配当
  △223 △223   △223 △223

当期純損失（△）     △50,927 △50,927 △50,927 △50,927

準備金から剰余金

への振替
   ―   ― ―

当期変動額合計 ― ― △223 △223 △50,927 △50,927 △51,150 △51,150

当期末残高 10,000 1,116,000 1,194,437 2,310,437 △309,985 △309,985 2,010,452 2,010,452
 

 
 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)　

(単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000 1,116,000 1,194,437 2,310,437 △309,985 △309,985 2,010,452 2,010,452

当期変動額         

剰余金（その他資本

剰余金）の配当
  △223 △223   △223 △223

当期純損失（△）     △1,613,122 △1,613,122 △1,613,122 △1,613,122

準備金から剰余金

への振替
 △1,116,000 1,116,000 ―   ― ―

当期変動額合計 ― △1,116,000 1,115,776 △223 △1,613,122 △1,613,122 △1,613,346 △1,613,346

当期末残高 10,000 ― 2,310,214 2,310,214 △1,923,107 △1,923,107 397,106 397,106
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純損失（△） △49,923 △1,612,118

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 239 1,573,269

 賞与引当金の増減額（△は減少） △142 480

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 662 643

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 202 202

 受取利息 △7 △5

 支払利息 1,004 1,107

 売上債権の増減額（△は増加） 1,305 758

 たな卸資産の増減額（△は増加） △235 2,641

 仕入債務の増減額（△は減少） 6 △382

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 77 △132

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,780 1,845

 小計 △49,589 △31,689

 利息の受取額 7 5

 利息の支払額 △1,000 △1,070

 法人税等の支払額 △1,004 △1,004

 営業活動によるキャッシュ・フロー △51,587 △33,758

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 貸付けによる支出 △150 △150

 貸付金の回収による収入 165 135

 投資活動によるキャッシュ・フロー 15 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 30,000 40,000

 短期借入金の返済による支出 - -

 配当金の支払額 △223 △223

 財務活動によるキャッシュ・フロー 29,776 39,776

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,795 6,003

現金及び現金同等物の期首残高 32,955 11,160

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  11,160 ※1  17,164
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

２ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。　　　　　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退任により支給する慰労金に充てるため、支給内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

３ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

４ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主なものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

預託金債権  2,232,000千円  2,232,000千円

短期借入金 210,000 250,000
 

 

 

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

不動産管理手数料  64,781千円  56,611千円

受取事務手数料 400 400

支払利息 1,004 1,107
 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額並びにおおよその割合は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

役員報酬 3,240千円 3,240千円

給料手当 8,547 8,676 

賞与引当金繰入額 439 502 

退職給付費用 149 176 

役員退職慰労引当金繰入額 202 202 

貸倒引当金繰入額 239 △53 

諸手数料 7,046 7,232 

水道光熱費 17,203 17,432 

事務用品費 2,056 3,101 
 

　

おおよその割合

販売費 0％  0％

一般管理費 100 100
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,000 － － 6,000

優先株式(株) 1,116 － － 1,116

合計(株) 7,116 － － 7,116
 

 

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４ 配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月12日
定時株主総会

優先株式 223 200 平成25年３月31日 平成25年６月13日
 

 

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月12日
定時株主総会

優先株式
その他

資本剰余金
223 200 平成26年３月31日 平成26年６月13日
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当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,000 － － 6,000

優先株式(株) 1,116 － － 1,116

合計(株) 7,116 － － 7,116
 

 

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４ 配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月12日
定時株主総会

優先株式 223 200 平成26年３月31日 平成26年６月13日
 

 

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月27日
定時株主総会

優先株式
その他

資本剰余金
223 200 平成27年３月31日 平成27年５月28日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金  11,160千円 17,164千円

現金及び現金同等物 11,160 17,164
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達については親会社からの短期借入金に限定しておりま

す。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、クレジットカード会社への債権及びゴルフ場会員の年会費、プレー代の債権であ

り、顧客の信用リスクに晒されております。また、預託金債権は、ゴルフ業界の慣例及び養老カントリークラ

ブの規約により、ゴルフプレー権を付し、太平洋開発株式会社に対して無利息で差入れたものであります。

営業債務である買掛金、未払金は基本的に翌月払いとなっております。また、短期借入金は営業取引に係る

資金調達で、全額太平洋開発株式会社からの借入であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

当社は、顧客への年会費、プレー代等の債権は、取引相手ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。また、クレジット未収の信用リスクは、大手クレジット会社のみ取

引を行うことにより、低減を図っております。預託金債権は保全のため、太平洋開発株式会社の所有するゴル

フ場資産に第１順位の抵当権を設定しております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

（（注２）を参照ください）。

　
　

前事業年度（平成26年３月31日）

   （単位：千円)

 貸借対照表計上額（＊1） 　　　　時価（＊1） 　　　　差額

（１）現金及び預金

（２）売掛金

     貸倒引当金（＊2）

 

11,160

12,488

△3,016

11,160

 
 

－

 

 

9,471 9,471 －

資産計 20,632 20,632 －

（１）買掛金

（２）短期借入金

（３）未払金

(805)

（210,000)

(21,908)

(805)

(210,000)

(21,908)

－

－

－

負債計 (232,713) (232,713) －
 

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（＊2）売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。

　

当事業年度（平成27年３月31日）

   （単位：千円)

 貸借対照表計上額（＊1） 　　　　時価（＊1） 　　　　差額

（１）現金及び預金

（２）売掛金

     貸倒引当金（＊2）

 

17,164

11,730

△2,963

17,164

 
 

－

 

 

8,766 8,766 －

資産計 25,931 25,931 －

（１）買掛金

（２）短期借入金

（３）未払金

(422)

（250,000)

(21,591)

(422)

(250,000)

(21,591)

－

－

－

負債計 (272,014) (272,014) －
 

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（＊2）売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法

資産

（１）現金及び預金

すべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（２）売掛金

時価は、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該

価額をもって時価としております。

負債

（１）買掛金、（２）短期借入金、及び（３）未払金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

（注２）預託金債権（貸借対照表計上額2,232,000千円）は、将来キャッシュ・フローの発生を合理的に見積ることがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価の開示をしておりません。

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　　　前事業年度(平成26年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千万円)

５年超
10年以内
(千万円)

10年超
(千万円)

現金及び預金 11,160 ― ― ―

売掛金 12,488 ― ― ―

合計 23,649 ― ― ―
 

 

　　　当事業年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千万円)

５年超
10年以内
(千万円)

10年超
(千万円)

現金及び預金 17,164 ― ― ―

売掛金 11,730 ― ― ―

合計 28,894 ― ― ―
 

 

（注４）短期借入金の決算日後の返済予定額

　　　前事業年度(平成26年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

２年超
(千円)

短期借入金 210,000 ― ― ― ― ―
 

 

　　　当事業年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

２年超
(千円)

短期借入金 250,000 ― ― ― ― ―
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付の制度として、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。

なお、当社が有する退職一時金制度では、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 
２．簡便法を適用した退職給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 前事業年度 当事業年度

 （自　平成25年４月１日 （自　平成26年４月１日

 　至　平成26年３月31日） 　至　平成27年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 8,711 千円 9,374 千円

退職給付費用 970  1,079  
退職給付の支払額 △307  △435  

退職給付引当金の期末残高 9,374  10,017  
 

 

(2) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 970 千円 1,079 千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

貸倒引当金  1,059千円  529,786千円

繰越欠損金 74,168 77,581

退職給付引当金 3,379 3,292

賞与引当金 1,264 1,340

役員退職慰労引当金 543 562

その他 198 201

繰延税金資産小計 80,614 612,764

評価性引当額 △80,614 △612,764

繰延税金資産合計 ― ―
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 38.4％ 36.1％

（調整）   

住民税均等割 △2.0 △0.1

評価性引当額の増減 △35.7 △33.2

その他 △2.7 △2.9

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

△2.0 △0.1
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ゴルフ場運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

当社は、ゴルフ場運営事業として単一のサービスを提供しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

当社は、在外拠点がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

当社は、有形固定資産を保有していないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

当社は、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

親

会

社

 

太平洋

開発株

式会社

岐阜県

大垣市

上石津町

1,428,651

ゴルフ場

資産の所

有管理

(被所有)

直接100

 

ゴルフ場の

営業受託

役員の兼任

ゴルフ場施設

の不動産管理

手数料

(注)１

64,781 未払金 6,167

預託金の差入

(注)２

－ 預託金債権 2,232,000

資金の借入

(注)３
30,000 短期借入金 210,000

利息の支払

(注)４
1,004 未払費用 220

 

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

親

会

社

 

太平洋

開発株

式会社

岐阜県

大垣市

上石津町

1,428,651

ゴルフ場

資産の所

有管理

(被所有)

直接100

 

ゴルフ場の

営業受託

役員の兼任

ゴルフ場施設

の不動産管理

手数料

(注)１

56,611 未払金 6,877

預託金の差

入

(注)２

－ 預託金債権 2,232,000

資金の借入

(注)３
40,000 短期借入金 250,000

利息の支払

(注)４
1,107 未払費用 257

 

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

(注) １ ゴルフ場の所有・管理に係る公租公課、地代家賃等を勘案し、合理的に決定しております。

２ ゴルフ業界の慣例及び養老カントリークラブの規約により、ゴルフプレー権を付し、無利息で差入れておりま

す。

太平洋開発株式会社への預託金債権に対して、1,573,323千円の貸倒引当金を計上しております。

なお、当債権の保全のため、太平洋開発株式会社の所有するゴルフ場資産に第１順位の抵当権を設定しており

ます。

３ 資金の借入れについては、返済期間は６ケ月であります。なお、担保は差入れておりません。

４ 資金の借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

５ 上記金額のうち、取引金額、預託金債権及び短期借入金の期末残高には消費税等が含まれておらず、他の期末

残高は消費税等を含めて表示しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

太平洋開発株式会社   非上場

太平洋工業株式会社   東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産  △36,961円77銭 △305,852円80銭

１株当たり当期純損失金額  8,487円87銭 268,853円83銭
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当期純損失（千円） 50,927 1,613,122

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 50,927 1,613,122

普通株式の期中平均株式数（株） 6,000 6,000
 

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,010,452 397,106

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 2,232,223 2,232,223

 (うち優先株式払込金額) (2,232,000) (2,232,000)

 (うち優先配当額) (223) (223)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） △221,770 △1,835,116

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数（株）

6,000 6,000
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

太養興産株式会社(E04746)

有価証券報告書

37/44



⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高

（千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 210,000 250,000 0.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）

― ― ― ―

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 210,000 250,000 ― ―
 

（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金（流動） 3,016 660 ― 718 2,963

貸倒引当金（固定） ― 1,573,323 ― ― 1,573,323

賞与引当金 3,508 3,989 3,508 ― 3,989

役員退職慰労引当金 1,508 202 ― ― 1,710
 

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収による取崩額であります。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 資産の部

ａ 現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 2,360

預金  

当座預金 182

普通預金 14,621

計 14,803

合計 17,164
 

 

ｂ 売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

(株)中部しんきんカード 2,108

JCBカードアシスト(株) 1,500

(株)十六ディーシーカード 958

三菱UFJニコス(株) 874

トヨタファイナンス（株） 769

その他 5,519

合計 11,730
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

(千円)

 

(A)

当期発生高

(千円)

 

(B)

当期回収高

(千円)

 

(C)

当期末残高

(千円)

 

(D)

回収率(％)

 

 

 

(C)
×100

(A)+(B)
 

滞留期間

(日)

(A)＋(D)

 ２  

 (B)  

 365  
 

12,488 242,838 243,596 11,730 95.4 18.2
 

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ｃ 商品

品名 金額(千円)

ゴルフ用品 3,000

その他 291

合計 3,291
 

 

ｄ　貯蔵品

品名 金額(千円)

肥料、薬剤 4,173

事務用品 1,697

コース維持資材 1,451

消耗品 1,392

旅行券 486

その他 726

合計 9,927
 

 

ｅ　預託金債権

相手先 金額(千円)

太平洋開発(株) 2,232,000

合計 2,232,000
 

 

②　負債の部

ａ　買掛金

相手先 金額(千円)

ダンロップスポーツ（株） 108

美津濃（株） 94

(株)藤太 88

(有)光玉朋園 35

(株)ＫＹコーポレーション 33

その他 62

合計 422
 

　

 
 b　短期借入金

相手先 金額(千円)

 太平洋開発（株） 250,000

合計 250,000
 

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　　1,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用しておりません。

株式の名義書換え  

取扱場所
岐阜県大垣市上石津町堂之上1526番地2 　
太養興産株式会社

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 当社所定の金額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法 官報

株主に対する特典
当社の優先株式１株以上を所有する株主は、クラブ規約に基づき当社の運営するゴル
フ場の会員となる資格を有しております。

 

(注)　当社の株式を譲渡するには、取締役会の承認を要します。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は非上場であるため、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 
(1)
 
 

有価証券報告書

及びその添付書類
 

事業年度

(第９期)
 

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

 平成26年６月13日

東海財務局長に提出
 

(2) 半期報告書 事業年度

(第10期中)

自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日

 平成26年11月28日

東海財務局長に提出

(3) 臨時報告書
    

 

　　 平成27年２月５日東海財務局長に提出

　　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ロー　　　　

　 の状況に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

 

平成２７年 ５ 月２７日
 

 

太養興産株式会社

取 締 役 会   御中
 

 

 

有 限 責 任 監 査 法 人  ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士     大   中   康   宏   ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士     矢   野   　   直   ㊞
 

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている太養興産株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、太養興

産株式会社の平成２７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上
　

 
(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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